
様式第 1 号(第 7 条関係) 
年   月   日 

まんのう町長  様 
申請者  住所             

氏名             
電話番号           

 
まんのう町空き家リフォーム事業補助金交付申請書 

 
まんのう町空き家リフォーム事業を実施したいので、まんのう町空き家リフォーム事業

補助金交付要綱第 7条の規定により関係書類を添えて申請します。 
 
所有者との関係 □ 自己所有  □所有者が別(所有者との関係：     ) 
補助対象物件の所在地 まんのう町 
補助事業費（Ａ）             円 □リフォーム □処分 
補助申請額（Ａ）×1/2             円  

         （※千円未満の端数切捨て） 
工事着手予定年月日         年    月    日 
工事完了予定年月日         年    月    日  

補助対象工事を行う業者 
所在地(住所) 
業者名(代表者氏名) 

リフォーム工事に対する国、県、又は本町の制度による他の補助金の状況(予定を含む) 
□なし □あり(補助金名：         受給(予定)日:    補助金額： 
関係者との協議事項 【申請者が補助対象物件の所有者でない場合に限る。】 
 交付対象者によるまんのう町空き家リフォーム事業補助金交付要綱の補助金交付申請

に当たり、申請書添付書類をその内容とするリフォーム工事の施工及び補助金の交付を

受けることについて、同意します。 
              所有者氏名（自署）                

関係者との協議事項 【申請者が補助対象物件の利用者でない場合に限る。】 
 交付対象者によるまんのう町空き家リフォーム事業補助金交付要綱の補助金交付申請

に当たり、申請書添部書類をその内容とするリフォーム工事の施工について、所有者と協

議を終え、申請します。 
              利用者氏名（自署）                

□住民基本台帳又は税関係情報の記録を調査することに同意します。 



様式第 2 号(第 7 条関係) 

 
承 諾 書 

 
まんのう町長  様 
 

申請者（所有者・利用者）      
住所                

 
氏名                

 
 
 まんのう町空き家リフォーム事業補助金交付要綱第 7 条の規定に基づき、承諾書を提出

します。なお、本事業の実施に関し、問題が生じた場合は、当方の責任において適切な措置

を講じ解決します。 
 

記 
【承諾事項】 
（１） 申請者が責任を持って補助対象事業を遂行すること。 
（２） 空き家の所有者は、補助金の交付を受けた日から起算して 3年以内に空き家の取り 

壊し及び転売を行わないこと。 
（３） 申請をする空き家の利用者は、補助金の交付を受けた日から起算して 3年以内に空 

き家からの転出又は転居、及び転貸を行わないこと。 
（４） 町長が補助金交付決定に条件を付した場合には、これを遵守すること。 

 
 



(第 4条関係) 

誓 約 書 

 

 

私は、まんのう町空き家リフォーム事業補助金交付要綱第 4 条第 2 項第 4 号に定める条件

について、以下の内容を遵守することを誓約します。 

 

 

□ 直前の住居は私が所有しているものであり、将来的に管理不全な状態に陥らないよ

う適切に管理します。 

□ 直前の住居は私が所有しているものであり、引き続き、親族が居住します。 

□ 直前の住居は私が所有しているものであり、宅地建物取引業者と媒介契約を締結し

ます。 

□ 直前の住居は賃貸借物件です。 

□ その他（                         ） 

 

 

年  月  日 

 

住所 

氏名 

連絡先 

 



  

 年  月  日 

建築基準法の適合状況調査結果報告書 

 

まんのう町長    様 

 

確 認 実 施 者 氏  名                  印 

 住  所  

 資  格 （   ）級建築士 

 登録番号 （   ）登録第（    ）号 

 事務所名  

 連 絡 先  

 

対象空き家に関する建築基準法の適合状況について、以下のとおり報告いたします。不適

合となった事項については、下記の方法により、工事完了時までに是正いたします。なお、

報告内容については、現地と照合しており、事実に相違ないことを申し上げます。 

 

記 

1 対象空き家について 

活用後の用途 □住宅（□一戸建ての住宅、□併用住宅）  

所在地  

建築時期 年   月建築 

2 主な規定の適合状況について 

※建築基準法に基づく主な規定（都市計画区域外の地域は、第 20 条の規定のみ確認すること） 

第 20 条 構造耐力  □ 適合 □不適合  

□ 既存不適格 

□（１）S56.6.1 以降に工事に着手した住宅 

□（２）耐震診断の結果、耐震性あり 

    →住宅耐震補助の活用 □有 □無 

  □（３）耐震改修により耐震性を確保済 

      →住宅耐震補助の活用 □有 □無 

  □（４）耐震性不明  

第 43 条 敷地等と道路との関係  □ 適合 □不適合 □ 既存不適格 

第 44 条 道路内の建築制限  □ 適合 □不適合 □ 既存不適格 

第 52 条 容積率  □ 適合 □不適合 □ 既存不適格 

第 53 条 建ぺい率  □ 適合 □不適合 □ 既存不適格 

第 55 条 建築物の高さ  □ 適合 □不適合 □ 既存不適格 

第 56 条 建築物の各部分の高さ  □ 適合 □不適合 □ 既存不適格 

3 不適合箇所の是正方法について 

不適合の場合の

是正方法 

 

 

 



 

  年  月  日 
 

耐 震 診 断 報 告 書 

 
 
まんのう町長       様 
 

 
耐震診断技術者 氏  名                 印 

住  所                   
資  格  （   ）級建築士        
登録番号  （   ）登録第（    ）号  

 
事務所名                   
連 絡 先                   

 
 
     年  月  日に実施した下記住宅の耐震診断の結果について、関係図書を添えて報

告します。この関係図書の記載事項については、現地と照合しており、事実に相違ありません。 
 

記 
 

空き家の用途 □ 専用住宅         □ 併用住宅 

空き家の建て方 □ 一戸建て住宅       □ 長  屋 

空き家所在地  

診 断 結 果 
 
 
 

 
耐震診断の結果、上部構造評点が 0.7 未満であった場合は以下に耐震改修工事内容をご記載く

ださい。 
 

 



1 新 規 1 口座振替

2 変 更 2 隔 地 払

3 廃 止 3 窓 口 払

◎おなま え（ 法人名、 屋号、 又は個人名）

◎だいひょ う し ゃ（ 職、 氏名）

◎おと こ ろ（ 都道府県、 郡市区町村、 町、 丁目、 番地、 団地、 棟、 号）

－

◎振込先　 ※　 受領方法の欄で「 ３ 　 窓口払」 にし た方は、 こ こ で記入終わり ま す。

1 1
2 2

ま んのう 町長　 殿
提出年月日

・ 廃止 ） 申出書債権者登録 （ 新規・ 変更 町
記
入
欄

担当課

担当者
※太枠の中を記入し てく ださ い

処
理
区
分

市町コ ード 債　 権　 者　 コ 　 ー　 ド 処　 理　 年　 月　 日 登録区分 受
領
方
法1 4

フ
リ
ガ
ナ

氏
名

本店

支店

（ 変更） 適用年月日

区分

漢
字

氏
名

本店

※生年月日

会社印

区分

漢字

代表者フ リ ガナ

支店

区分

郵便番号 区分
１ 　 町内　 　 ３ 　 県外
２ 　 町外

住所コ ード

代表者印
又は個人印

漢字

都道
府県

フ  リ  ガ ナ

電話番号

区分

金融機関名
銀行
（ 　 　 　 　 　 ）

店

受領方法
口座振替

預金種目
普通

隔地払 当座

区分

前
金
払
（

工
事
専
用
）

金融機関名
銀行
（ 　 　 　 　 　 ）

金融機関コ ード 口座番号

口座名義人
（ カナ）

店

受領方法 4　 前金払 預金種目 3 前金払口座

金融機関コ ード 口座番号

口座名義人
（ カタ カナ）


